
平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 市民生活課

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

2 3 1 138 頁 戸籍住民基本台帳費 戸籍住民基本台帳事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

経常
戸籍、住民基本台帳等管
理事業

戸籍謄抄本、住民票
等交付

委託料 36,311 25,988 20,948 5,584 15,167 197 3

臨時
戸籍、住民基本台帳等管
理事業（H28繰越）

マイナンバーカード
交付

負担金補助
及び交付金

3,137 1,487 1,487 0 3

経常 一般旅券発給事業 旅券交付等 委託料 30 30 30 30 0 3

経常 外国人登録事業 外国人の登録 役務費 13 13 13 13 0 3

経常 人口動態調査事業 人口動態調査 需用費 60 60 59 51 8 3

戸籍、住民基本台帳等管
理事業（H27繰越）

5,959

計 42,373 29,228 22,537 7,165 0 15,167 205

予算

目
的

戸籍謄抄本などの公的証明書等を必要とする市民ニーズに応える
対
象

市民

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○戸籍、住民基本台帳等管理事業
　　　・戸籍、住民基本台帳、印鑑登録等の記録の整備をし、証明を発行した。
       （戸籍謄抄本等17,510件・住民票等 16,286件・戸籍附票 1,609件・身分証明書 624件・印鑑証明書（含再交付）10,882件・
        広域交付住民票 13件・通知カード再交付322件・個人番号カード再交付6件・その他証明 116件　　　合計 47,368件）
　　　・個人番号カードの交付をした。（519枚）

○一般旅券発給事業
　　　・市民の申請に基づき旅券（パスポート）を発行した。(10年旅券　183件、5年旅券　210件他）

○外国人登録事業
　　　・市内に居住する外国人の居住・身分事項を住民票に登録し、その記載内容を証明した。

○人口動態調査事業
　　　・人口動態調査を行い県に報告した。



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

50,212 件 47,379 件 47,368 件 0 件 0 件 0 件

－ － － 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％

－ － －

－ － －

課題

対応（改善点等）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

29,979 42,373 22,537 35,616 

うち経常経費 15,168 13,728 15,270 18,184 

国 県 費 12,182 6,748 7,165 4,144 理由

地 方 債

そ の 他 15,097 13,625 15,167 14,213 

一般財源 2,700 22,000 205 17,259 

うち経常 2,700 7 8 1 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3 事業内容の多くが法定受託事務のため。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3 法令等により、市が実施主体であることが定められている。

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 目的達成のために適切な手段であるため。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3 期待したとおりの成果があがっているため。

事業の方向性 評価内容

継続 引き続き適正な事業実施を行い、住民サービスの向上を図ること。

成
果
指
標

指標名
戸籍・住民基本台帳等
への適切な記載と証明

目
標
年
度

H32
総合計画前期基本計画の3-10-（1）で目標としているため

数値 －

活
動
指
標

指標 a 不正取得件数 ｂ
戸籍・住民基本台帳等
への適切な記載と証明

ｃ ｄ

数値 目標 0件 目標 － 目標 目標

戸籍・住民基本台帳等へ
の適切な記載と証明 件 a

不正取得
件数

件

b
戸籍・住民基本台
帳等への適切な記
載と証明

c
マイナンバーカード関連について市民の不安解消及び本人通知制度
の充実

ｄ

マイナンバー制度は関係課と連携をとりながら事務の正確さに努め、
本人通知制度は市民への周知に努める。

決 算 額 （千円）

前年並

財
源
内
訳

30年度に住民基本台帳ネット
ワークシステム更改が終了す
るが、経常経費が前年度並み
のため



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 市民生活課

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

3 1 3 154 頁 国民年金事務取扱費 国民年金事務取扱事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

経常 国民年金事務取扱事業
受付・相談
システム改修

委託料 275 2,013 1,902 1,902 3

計 275 2,013 1,902 1,902

予算

目
的

国民年金事務取扱
対
象

20歳以上

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○国民年金事務取扱事業
　　　・資格異動事務（資格の取得・喪失、住所・氏名の変更）
　　　・受給者・被保険者から提出された書類の点検→年金事務所への進達
　　　・免除申請の受付・処理→年金事務所への進達
　　　・年金制度の周知・広報等に掲載を行った（毎月市報ぶんごおおのへ掲載）
　　　・国民年金システムに係るシステム改修（H29～H30年度）

　　　国民年金被保険者数　　第１号 3,118人　　任意加入者 26人　　第３号 1,387人　　計 4,531人　（20歳以上人口 31,105人）
　　　（H29年度末）



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － －

－ － －

課題

対応（改善点等）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

176 275 1,902 1,368 

うち経常経費 176 275 1,902 1,368 

国 県 費 176 275 1,902 1,368 理由

地 方 債

そ の 他

一般財源

うち経常

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3 国の法定受託事務のため

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3 国の法定受託事務のため

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 国の法定受託事務のため

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3 国の法定受託事務のため

事業の方向性 評価内容

継続 引き続き適正な事業実施を行うこと。

成
果
指
標

指標名 適切な取扱事務 目
標
年
度

H32
総合計画前期基本計画の2-6-（3）で目標としているため

数値 －

活
動
指
標

指標 a 受付 ｂ 相談 ｃ ｄ

数値 目標 － 目標 － 目標 目標

適切な取扱事務 a 受付

b 相談

c
処理結果一覧表のデータ入力が手作業のため事務作業に時間を要し
ている

ｄ

平成30年度に処理結果一覧表をデータ取り込みが行えるようシステ
ム改修を行い、事務処理の改善を図る

決 算 額 （千円）

前年並

財
源
内
訳

電子媒体化及び様式統一化に
係るシステム改修が平成30年
度で終了予定だが、経常経費
は前年並とする。



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 市民生活課

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

3 1 6 162 頁 国民健康保険事業費 国民健康保険特別会計繰出事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

経常
国民健康保険特別会計繰
出事業

特別会計への繰出し 繰出金 427,220 426,770 417,864 186,696 2,744 228,424 3

計 427,220 426,770 417,864 186,696 0 2,744 228,424

予算

目
的

国民健康保険特別会計の財政安定化及び健全化のため、一般会計から国民健康保険特別会計
への繰出金

対
象

国民健康保険特別会計

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○国民健康保険特別会計繰出事業
　　　　国民健康保険特別会計の財政安定化及び健全化のため、繰出金を支出した



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

－ － － 9.2 億円 4.3 億円 4.3 億円

－ － － － － －

課題

対応（改善点等）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

922,248 427,220 417,864 433,632 

うち経常経費 922,248 340,837 334,724 341,969 

国 県 費 189,704 190,860 186,696 186,182 理由

地 方 債

そ の 他 1,323 2,128 2,744 6,650 

一般財源 731,221 234,232 228,424 240,800 

うち経常 731,221 149,977 148,028 155,787 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3 国民健康保険繰出基準による

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3 県と市が保険者のため

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 国民健康保険繰出基準による

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3 国民健康保険繰出基準による

事業の方向性 評価内容

継続 引き続き国県の動向を注視し、国保財政の健全化に努めること。

成
果
指
標

指標名
国民健康保険特別会計
の財政安定

目
標
年
度

H32
総合計画前期基本計画の2-6-（2）で目標としているため

数値 －

活
動
指
標

指標 a 繰出金 ｂ ｃ ｄ

数値 目標 － 目標 目標 目標

国民健康保険特別
会計の財政安定

a 繰出金 億円

b

c
平成30年度より大分県国保として広域化されたが、標準保険税率及
び納付金の算定方法等の統一ができていない。

ｄ

連携会議や各作業部会で早期に税率の統一が図られるよう協議して
いく。

決 算 額 （千円）

前年並

財
源
内
訳

被保険者数は年々減少してお
り、税収や医療給付費も減少
が予想されるが、広域化による
標準保険税率及び納付金の算
定方法等の統一ができていな
いため、現行並みの予算確保
が必要である。



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 市民生活課

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

3 2 6 170 頁 後期高齢者医療事業費 後期高齢者医療療養給付等事務事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

経常
後期高齢者医療療養給付
等事務事業

後期高齢者医療広域
連合への負担金

負担金補助
及び交付金

907,210 1,024,483 913,652 155,957 757,695 3

計 907,210 1,024,483 913,652 155,957 757,695

予算

目
的

後期高齢者医療広域連合の財政の安定化を図る
対
象

大分県後期高齢者医療
広域連合

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○後期高齢者医療療養給付等事務事業
　　　運営主体である大分県後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療の被保険者の保険料負担の緩和を図り、財政基盤
　　の安定に資すため、負担金及び繰出金を支出した



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

－ － － 7.3 億円 7.0 億円 7.0 億円

－ － － － － －

2.7 億円 2.1 億円 2.1 億円

－ － －

課題

対応（改善点等）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

946,555 907,210 913,652 1,017,110 

うち経常経費 946,555 907,210 913,652 1,017,110 

国 県 費 158,066 156,755 155,957 156,689 理由

地 方 債

そ の 他

一般財源 788,489 750,455 757,695 860,421 

うち経常 788,489 750,455 757,695 860,421 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3 後期高齢者医療制度による

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3 後期高齢者医療制度による

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 後期高齢者医療制度による

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3 後期高齢者医療制度による

事業の方向性 評価内容

継続 引き続き適正な事業実施を行うこと。

成
果
指
標

指標名 広域連合の財政安定化 目
標
年
度

－
総合計画前期基本計画の2-6-（4）で目標としているため

数値 －

活
動
指
標

指標 a 負担金 ｂ 繰出金 ｃ ｄ

数値 目標 － 目標 － 目標 目標

広域連合の財政安定化 a 負担金 億円

b 繰出金 億円

c
平成30年度診療報酬改定の影響により、一人当たり医療費の伸び率
も鈍化する見込みであるが、今後団塊世代の後期への移行もあり医
療費の動向に注意が必要である

ｄ

今後も保険料の収納率向上と医療費の適正化に向けた取り組みを行
う

決 算 額 （千円）

前年並

財
源
内
訳

平成30年度診療報酬改定の影
響により、一人当たり医療費の
伸び率も鈍化すると見込んで
いるため



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 市民生活課

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

4 1 1 186 頁 保健衛生総務費 食育推進事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

経常 食育推進事業
食育講演会、食育推
進協議会、食育啓発

需用費 304 364 258 258 3

経常 食生活改善事業 講習会、補助金
負担金補助
及び交付金

276 311 294 294 3

計 580 675 552 0 0 0 552

予算

目
的

生活習慣病の予防など、市民一人ひとりが日常的に食生活を通して健康づくりに取り組むことがで
きる

対
象

市民

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○食育推進事業
　　 平成26年3月に第2次食育推進計画を策定。関係機関と連携しながら、協議会（年2回：7月、3月）、作業部会（関係課13 保健所
    年3回）を開催し、食育計画の推進を図った。
　　　・市民への啓発を目的に、ケーブルテレビや市報（毎月掲載）を活用
　　　・豊後大野市の子ども達の食育活動やそれに関わる食育関係者の取組みを広く市民に知ってもらう機会として、【全国乾しいた
　　　　け振興大会】にて農林整備課と共催で「食育講演会（7月9日・約300名参加）」を開催。
　　　・市内小中学校の生徒及び保護者に食育標語を募集し1,357点応募があり、32作品を表彰した。標語は市内各施設に掲示し啓
　　　　発につなげた。
　　　・第7回市ふるさとまつり（11/12　450名が来場）において「食育」の体験型コーナーを設置し啓発を行った。

○食生活改善事業
　　　食生活改善推進員を養成するため、生活習慣病及び病態や栄養等について、10回の講習会を開催。終了後は食生活改善推
　　進協議会に加入し、市が委託している介護予防食生活ふれあい事業及び食育推進事業等の活動を地域で行っていただいた。
　　　・29年度食生活改善指導者講習会終了者　18名
　　　・市委託：食育推進事業　21回　482名、介護予防食生活ふれあい事業（高齢者福祉予算）102回　1,148名
　　　・食生活改善推進協議会が地域で食生活改善事業を推進していくための体制づくりや研修経費に補助金を交付した。



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

－ － － － 89.5 ％ 94.7 ％

－ － － － 89.5 ％ 94.7 ％

－ 239 人 230 人

－ － －

課題 － 1,689 人 1,838 人

－ 93.8 ％ 102.1 ％

対応（改善点等）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

585 580 552 1,057 

うち経常経費 585 580 552 1,057 

国 県 費 理由

地 方 債

そ の 他 400 

一般財源 585 580 552 657 

うち経常 585 580 552 657 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
市の食育推進計画に沿って今後も取り組む必要性が高い
事業。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3
国の食育基本法に従い、Ｈ２６年３月に第２次食育推進計
画を策定。この計画を基に食育推進を図る。

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 2
講習会を開催し推進員を養成し、食育を地域に普及してい
る。しかし今後は他課とも連携し、推進員以外の食育活動
者も育成していくことが必要。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3
関係課と連携し、住民組織を活用しながら事業の推進を
行っている。

事業の方向性 評価内容

継続 引き続き関係機関と連携し、適正な事業実施を行うこと。

成
果
指
標

指標名 食育の推進 目
標
年
度

H32
総合計画前期基本計画の2-1-（1）で目標としているため

数値 －

活
動
指
標

指標 a
「弁当の日」の取組実施
校数（小・中・高）

ｂ 食生活改善推進員数 ｃ
食生活改善推進員活動
の参加者延数

ｄ

数値 目標 100% 目標 維持 目標 1,800人 目標

食育の推進 a
「弁当の日」の
取組実施校数
（小・中・高）

％

b
食生活改善
推進員数

人

c
食生活改善推
進員活動の参
加者延数

人
H26年3月に第2次食育推進計画（10年計画）を策定。中間見直しのた
め、評価指標の数値設定や食育推進のための新たな取組みについて
H30年度中に協議していく。

ｄ

第2次健康づくり計画の見直しと併せて市民にアンケート調査を実施。
その結果等を踏まえ食育推進作業部会や食育推進協議会において
協議の場を持ち計画の見直しを行うとともに、関係機関との連携を図
り協働での事業推進を図る。

決 算 額 （千円）

前年並

財
源
内
訳

第2次食育推進計画の中間見
直しによる推進計画にのっと
り、引き続き食育を市民運動と
して定着させることを目標に、
庁舎内関係課及び他機関とも
連携を図り、住民組織活動を
活用し推進する。



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 市民生活課

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

4 1 1 186 頁 保健衛生総務費 精神保健事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

臨時 精神保健相談事業
精神保健相談、訪
問指導、電話相談

報償費 45 307 280 15 265 3

経常 自殺対策事業
フォーラム・ゲートキー
パー養成研修の開催

報酬 2,680 3,826 3637 1,968 1,550 119 3

計 2,725 4,133 3,917 1,968 0 1,565 384

予算

目
的

精神障がい者等が地域の中で安心して暮らせる環境づくり及び自殺者を減少させるための環境づ
くりをおこなう

対
象

市民

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○精神保健相談事業
　　  市民の心の健康づくりに関する相談や精神障がい者の自立支援（回復・社会復帰）に向けての相談・訪問の実施、精神障がい
    者家族会への支援等を行った。
　　　・精神保健相談、延べ490件、訪問指導　班175件、電話相談　延べ884件、電子メール相談42件
　　　・アルコール依存症家族会「ひまわり会」11回開催　延べ33名参加

○自殺対策事業
　　  自殺予防の正しい知識の普及により、市民自身が自殺対策のための気づきやつなぎ・見守り等による地域全体の意識を高
    め、自殺のない町を目指した住みやすい地域づくりや、個別相談の支援体制整備などの充実を図った。
　　　・人材養成事業：自殺対策連絡協議会（年2回：7月、3月）・委員会（年1回：3月）・作業部会（市民病院、消防含む関係課13・
　　　　保健所　年2回）を開催
　　　　　　　ゲートキーパー養成研修会等を計5回開催
　　　　　　　新規養成者60名
　　　　　　　※合計受講者119名
　　・普及啓発事業：こころをつなぐ仲間づくりフォーラム等　計8会場、600名参加、
　　　　　　　　　　　　 キャンペーンを14会場にて実施し1,938名にチラシ等配布
　　・電話相談事業：豊後大野市こころのホットラインによる電話相談　延べ413件
　　・自殺未遂者支援事業：未遂者対応機関連絡会を2回（12月、3月）開催
　　　　　　　　　　　　　　　　　未遂対応職員研修会を開催　　関係機関及び市内医療機関職員、ケアマネ等が31名参加。



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

28.6 人 23.3 人 20.3 人 518 人 588 人 648 人

104.9 ％ 128.8 ％ 147.8 ％ 72.3 ％ 82.1 ％ 90.5 ％

15 回 29 回 18 回

55.6 ％ 107.4 ％ 66.7 ％

課題 71.4 ％ 100.0 ％ 100.0 ％

71.4 ％ 100.0 ％ 100.0 ％

対応（改善点等）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

1,020 2,725 3,917 3,979 

うち経常経費 2,680 3,917 3,979 

国 県 費 715 1,610 1,968 2,284 理由

地 方 債

そ の 他 259 860 1,565 1,695 

一般財源 46 255 384 

うち経常 210 384 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
市の重要な課題であり、過去5年間の自殺死亡率の平均
（標準化死亡比）は100.2と基準より高いため。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3
民間団体の立ち上げは困難であり、地域づくりにつなぐ必
要性あり。

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
活動指標の目標数値に達していない部分はあるが、成果
指標は達成できているので、目的達成のため適切な手段
である。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3
自殺者数および過去5年間の自殺死亡率の平均（標準化
死亡比）は減少してきた。

事業の方向性 評価内容

継続 引き続き関係機関と連携し、効果的な事業実施を行うこと。

成
果
指
標

指標名 自殺者の減少 目
標
年
度

H32
総合計画前期基本計画の2-1-（2）で目標としているため

数値
人口10万人対死亡率

５年平均値　30人

活
動
指
標

指標 a ゲートキーパー養成数（実数） ｂ こころの健康教室等回数 ｃ 遺族支援会議実施率 ｄ

数値 目標 716人 目標 年間27回 目標 100% 目標

自殺者の減少 人 a
ゲートキー
パー養成数
（実数）

人

b
こころの健康
教室等回数 回

c
遺族支援会
議実施率 ％

自殺者数及び自殺率は減少傾向にあるが、心の悩みを抱えている方
は多い。年代（壮年期男性）に、自殺者が多い傾向にある。

ｄ

普及啓発を引き続き行うとともにさらに身近な地域等で事業展開を行
い、つなぎ合う地域づくりを目指す。また、壮年期をターゲットに事業
所を対象としたゲートキーパー養成研修を開催する。

決 算 額 （千円）

前年並

財
源
内
訳

30年度策定予定の豊後大野市
自殺対策行動計画により、今
後の自殺対策の方針について
決定する。自殺のない町をめざ
して、引き続き住みやすい地域
づくりを行っていく。



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 市民生活課

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

4 1 1 188 頁 保健衛生総務費 地域医療推進事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

経常 救急医療対策事業
小児救急医療に係る
費用を補助

負担金補助
及び交付金

632 632 632 316 316 3

経常 地域医療対策事業
市民病院への補助
等

負担金補助
及び交付金

343,705 349,846 349,769 4,385 345,384 3

計 344,337 350,478 350,401 316 0 4,385 345,700

予算

目
的

地域医療の充実を図る
対
象

市民病院
地域の医療機関

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○救急医療対策事業
　　・小児救急医療対策事業
　　　休日（72日）における小児救急患者の診療（9時～12時）に対し、基準事業費（2,930円/時間）を市民病院及びみやわき小児科
　　に補助した。

○地域医療対策事業
　　・地域医療推進事業
　　　地域医療の中核を担っている市民病院に対し、地方債償還費分及び交付税算入分を基準額に準じて補助した。
　　　（交付税対象区分：二次救急医療、小児医療、へき地医療、感染症医療など）



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

63.6 ％ 62.7 ％ 63.9 ％ － 3,943 件 4,013 件

－ 99.5 ％ 101.4 ％ － － －

57.0 ％ 57.8 ％ 62.3 ％

114.0 ％ 115.6 ％ 124.6 ％

課題

対応（改善点等）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

346,294 344,337 350,401 373,183 

うち経常経費 346,177 344,287 350,399 373,183 

国 県 費 5,459 316 316 316 理由

地 方 債

そ の 他 25,459 4,433 4,385 4,418 

一般財源 315,376 339,588 345,700 368,449 

うち経常 315,376 339,588 345,700 368,449 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
公立病院の経営安定と救急医療、小児救急を提供するた
め必要である。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3
民間による医療の提供が可能であるが、充足していないた
め。

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
公立病院の経営安定と救急医療、小児救急を提供するた
め必要である。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3 市内医療機関受診率が1.2%上がった。

事業の方向性 評価内容

継続 引き続き関係機関と連携し、適正な事業実施を行うこと。

成
果
指
標

指標名 市内医療機関の受診率 目
標
年
度

H32
総合計画前期基本計画の2-1-（3）で目標としているため

数値 63%

活
動
指
標

指標 a 小児救急休日診療件数 ｂ
救急搬送における市内
への搬送率

ｃ ｄ

数値 目標 － 目標 50％以上 目標 目標

市内医療機関の受診率 ％ a
小児救急休
日診療件数 件

b
救急搬送にお
ける市内への
搬送率

％

c
市内医療機関の受診率、救急搬送における市内への搬送率は目標
を達成している。

ｄ

今後も医師会との連携強化を図り対応する。

決 算 額 （千円）

前年並

財
源
内
訳

事業内容が前年度と変わらな
いため



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 市民生活課

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

4 1 1 188 頁 保健衛生総務費 母子保健事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

経常 保健センター運営事業
千歳保健センター運営
管理費

需用費 166 681 655 655 2

経常 幼児健診事業
1.6歳児及び3.6歳児
健診、5歳児相談会

委託料 2,726 3,184 2,933 2,933 3

経常 愛育会事業 親子交流事業 委託料 205 313 225 225 3

経常 母子保健事務費
母子保健に関する
事務費

需用費 343 563 336 243 93 2

経常 周産期等保健事業
乳児・妊婦対象の教
室赤ちゃん訪問

報償費 21,593 24,695 18,844 18,844 3

経常
子ども・子育て支援交付金
事業（新規）

乳児家庭全戸訪問 需用費 197 174 114 60 3

計 25,033 29,633 23,167 114 0 243 22,810

予算

目
的

子どもが健やかに育つために地域で支え安心して産み育てられる環境づくりをおこなう
対
象

市民

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○保健センター運営事業・・・千歳保健センターの管理運営経費

○幼児健診事業
　　　幼児健診に加え、発達障がい児を早期に発見し安心して就学できるよう支援するため5歳児すこやか相談会を実施
　　   1歳6か月児：12回　212名（受診率97.5％）、3歳6か月児：12回　230名（受診率93.9％）、幼児精密健診：11回　延べ63名、
　　   5歳児すこやか相談会　40名

○愛育会事業・・・地域に住む母子が集える場を提供するため豊後大野市愛育会に母子交流事業を委託
　 　親子交流事業（市）9回　352名、地域交流促進事業（県）13回　284名

○母子保健事務費・・・母子保健に関する事務費
　　・小児慢性特定疾患等の事業　　29年度申請なし

○周産期等保健事業
  　・妊婦の乳児支援事業としてすくすくひろば、パパママひろば、乳児全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）、妊娠期から産
      後の育児不安を軽減するための教室や訪問を実施
　 　 すくすくひろば：12回　129組、パパママひろば：4回　30名（夫参加　7名）、こんにちは赤ちゃん事業：訪問　153名、
　　  母子健康手帳交付数　172名
　  ・妊婦乳児健診事業として母子健康手帳交付時に、妊婦については14回分の受診券を発行。乳児については3～6か月と
      9～11か月の2回分を発行し受診勧奨する。委託医療機関外の健診については償還払いで対応し助成金を交付
　　  妊婦一般健康診査医療機関委託分　延べ2,651名、償還支払分　延べ20名（県外14名）、乳児一般健康診査医療機関
　　　委託分　延べ323名
　　・不妊治療費助成事業として不妊治療を受けている夫婦に、一般不妊治療費（5万円/年度、通算5年）を助成
    　高額な治療費がかかる特定不妊治療費の助成は、27年10月以降、県が助成を拡充し申請窓口が保健所に一本化された
　　　（治療内容に応じ助成額を決定、年齢及び所得制限、助成回数上限有り）
　　　一般不妊治療費助成実人数　13名、県の特定不妊治療費助成実人員　5名
　　・妊婦歯科健康診査事業として母子健康手帳交付時に妊娠中に歯科健診を委託歯科医療機関で受けられる受診券を交付。
　　　受診者　40名

○子ども・子育て支援交付金事業・・・子ども・子育て支援事業（乳児全戸家庭訪問事業、養育支援事業）に関わる予算を 計上
 　　乳児全戸家庭訪問153件、養育支援事業223件



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

－ － － － 7 人 7 人

－ － － － － －

－ 86.4 ％ 90.7 ％

－ 86.4 ％ 90.7 ％

課題 － 98.9 ％ 99.4 ％

－ 98.9 ％ 99.4 ％

－ 100 ％ 100 ％

対応（改善点等） － 100 ％ 100 ％

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

27,085 25,033 23,167 31,594 

うち経常経費 26,806 24,974 23,167 31,434 

国 県 費 133 138 114 353 理由

地 方 債

そ の 他 279 225 243 160 

一般財源 26,673 24,670 22,810 31,081 

うち経常 26,673 24,588 22,810 31,081 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
将来を担っていく子どもを安心して産み育てることが市の総
合計画に位置づけられている。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3 母子保健法により、自治体の責務となっているため。

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 目的達成のための適切な手段である

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3 今後も母子保健活動の充実を図る

事業の方向性 評価内容

継続 引き続き受診率の向上、事業の充実及び啓発に努めること。

成
果
指
標

指標名
安心して産み育てられ
る環境づくり

目
標
年
度

H32
総合計画前期基本計画の2-3-（1）で目標としているため

数値 －

活
動
指
標

指標 a 不妊治療新規申請者数 ｂ 妊娠11週までの届出率 ｃ
こんにちは赤ちゃん訪問実施

率 ｄ 幼児健診未受診者の状況把握率

数値 目標 － 目標 100% 目標 100% 目標 100%

安心して産み育てら
れる環境づくり

a
不妊治療新
規申請者数

人

b
妊娠11週ま
での届出率

％

c
こんにちは
赤ちゃん訪
問実施率

％
1.6歳児健診未受診者が6名、3歳児健診未受診者が15名いる。
産後うつフォロー者が31件で精神的不安を抱えいる妊産婦が増えて
いる。

ｄ
幼児健診未
受診者の状
況把握率

％

未受診者の状況把握はできているが、受診率をあげるため通知、電
話、訪問、保育園等と連携し受診勧奨を続ける。妊娠期から関わりを
もち、妊産婦のニーズを把握し、子育て支援課と連携した育児支援を
行う。

決 算 額 （千円）

前年並

財
源
内
訳

妊娠期から子育て期にわたる
まで切れ目ない支援をするた
めに、地域の関係機関とネット
ワークを持ち協働していくこと
が必要である。支援体制につ
いては31年度子育て世代包括
支援センター立上げに向けて
子育て支援課と協議している。



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 市民生活課

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

4 1 2 192 頁 予防費 予防接種事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

経常 定期予防接種事業 委託料 70,289 70,032 65,468 26,056 39,412 3

経常 任意予防接種事業
おたふくかぜ予防接
種

委託料 1,441 1,578 1,273 1,273 3

計 71,730 71,610 66,741 0 0 26,056 40,685

予算

目
的

社会的感染拡大防止と疾病予防を推進する
対
象

市民

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

乳幼児・学童対象予防
接種、高齢者対象のイ
ンフルと肺炎球菌予防
接種

事
業
概
要

○定期予防接種事業
　　　予防接種法に基づき、対象疾患、対象者及び接種期間などが定められており、委託医療機関において個別接種として実施
　　している。予防接種要領改正により平成24年9月から不活化ポリオ、同年11月から四種混合を実施。平成26年10月から予防
　　接種法改正により、幼児対象の水痘（水ぼうそう）、平成28年10月から乳児対象のＢ型肝炎ワクチンが定期接種へと移行した。
　　なお、小・中・高校生対象の子宮頚がんワクチンは、平成25年6月から国の施策で積極的勧奨が中止されている。高齢者肺炎
　　球菌予防接種は平成26年10月から定期接種へ移行した。
　　※乳幼児は全額助成で個人負担なし。
　　　　65歳以上の高齢者に対してインフルエンザ接種料を一部助成、高齢者肺炎球菌接種料の一部を65歳から5歳刻みの対象
　　　に助成（平成26年度から30年度の間）
　　　　・乳幼児対象：ＢＣＧ　90名、三種混合　0名、不活化ポリオ5名、二種混合　196名、麻しん及び風しん　0名、
　　　　　　　　　　　　　ＭＲ（麻しん・風しん混合）　409名、日本脳炎　787名、ヒブ　691名、小児肺炎球菌　702名、
　　　　　　　　　　　　　四種混合（不活化ポリオ混合） 731名、水痘　351名、Ｂ型肝炎　496名
　　　　・小、中、高校生対象：子宮頚がん（ヒトパピローマウイルス感染症）　15名
　　　　・高齢者対象：インフルエンザ　8,150名、肺炎球菌　1,292名

○任意予防接種事業
　　　おたふくかぜ予防接種（平成26年度～）医療機関に委託して個別接種として実施（全額市が負担）
　　　・幼児対象：242名



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

－ － － 96.8 ％ 104.0 ％ 84.4 ％

－ － － 101.9 ％ 109.5 ％ 89.0 ％

91.3 ％ 95.9 ％ 92.9 ％

93.3 ％ 100.9 ％ 98.0 ％

課題 － 25 件 25 件

－ － －

－ 0 件 0 件

対応（改善点等） － 100.0 ％ 100.0 ％

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

71,128 71,730 66,741 75,096 

うち経常経費 47,734 71,730 66,741 75,096 

国 県 費 理由

地 方 債

そ の 他 23,394 27,450 26,056 28,104 

一般財源 47,734 44,280 40,685 46,992 

うち経常 47,734 44,280 40,685 46,992 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
個人または社会的感染拡大を防止するために有効であ
る。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3 予防接種法により、行政の責任を課せられている。

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
国はＭＲの目標接種率を95％としている。身近な医療機関
で接種できることが接種率向上につながる手段と判断す
る。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3 今後も接種率の向上を目指す。

事業の方向性 評価内容

継続 引き続き課題解決を目指すとともに、適正な事業実施を行うこと。

成
果
指
標

指標名 予防接種率の向上 目
標
年
度

H32
総合計画前期基本計画の2-1-（2）で目標としているため

数値 －

活
動
指
標

指標 a MR1期予防接種率 ｂ MR2期接種率 ｃ 市内委託医療機関 ｄ 予防接種事故発生件数

数値 目標 95% 目標 95% 目標 － 目標 0件

予防接種率の向上 a
MR1期予
防接種率

％

b
MR2期接
種率

％

c
市内委託
医療機関

件

MR1期、ＭＲ2期の予防接種率が目標に達していない。

ｄ
予防接種
事故発生
件数

件

MR1期については、1歳6か月児健診時に接種状況の把握と接種勧奨
を徹底すると共に、手紙・ハガキによる通知を行う。ＭＲ2期について
は、冬休み前と２月に未接種者へ電話による積極的な勧奨を行い、接
種率向上を図る。

決 算 額 （千円）

前年並

財
源
内
訳

感染症予防のために有効な施
策として今後も接種率の向上
を目指して取り組む必要があ
る。



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 市民生活課

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

4 1 2 192 頁 予防費 健康づくり増進事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

経常 健康増進事業
健康手帳交付、健康教育、健
康相談、訪問指導等 報酬 7,658 9,801 8,840 1,189 4,044 3,607 3

経常 がん検診事業 各種がん検診 委託料 43,834 48,351 43,297 43,297 3

女性特有のがん検診事業
（統合）

431

健康増進事業（その他）
（統合）

2,185

計 54,108 58,152 52,137 1,189 0 4,044 46,904

予算

目
的

一人ひとりが健康づくりを進められる環境をつくる
対
象

18歳以上の市民

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○健康増進事業
　　①市民の健康増進を図るため各種事業を実施
　　　　健康手帳の作成・交付　600冊、健康教育　80回　延べ1,502名、健康相談 121回　延べ1,418名、訪問指導 50日　延べ139名
　　　　健康診査：被保護世帯分　受診者16名
　　　　骨粗鬆症検診（補助対象）：40～70歳で5歳刻み該当年齢女性が対象　受診者113名
　　　　肝炎ウイルス検診（補助対象）：40歳以上の過去未検査者が対象　受診者72名
　　②健康増進事業（その他事業、健康増進の補助対象事業対象外）
　　　　基本健診（若年者の生活習慣病予防を目的に健診を実施）：40歳未満対象　受診者194名
　　　　骨粗鬆症検診：補助対象以外の18歳以上の偶数年齢希望者　受診者711名
　　③大分県地域健康課題対策推進事業
　　　　食生活改善を主に減塩・肥満対策における減塩グッズ（味噌マドラー、プッシュ式醤油差し、ソルトペーパー）を活用した普及
　　　啓発「あけあじ減る塩大作戦」を実施（Ｈ29～31）

○がん検診事業
　　主要死因の1位である悪性新生物の早期発見を目的に、各種のがん検診を実施
　　①一般がん検診
　　　　　胃がん検診：40歳以上の男女対象　受診者1,924名
　　　　　肺がん検診（胸部レントゲン検査二重読影）：40歳以上の男女対象　受診者4,561名
　　　　　大腸がん検診：便潜血反応2日分検査　40歳以上の男女対象　受診者3,288名
　　　　　子宮頚がん検診：20歳以上の女性対象　受診者2,624名
　　　　　乳がん検診：20歳以上の女性対象　受診者2,461名
　　　　　前立腺がん検診：55歳以上の男性対象　受診者1,419名
　　②女性特有のがん検診
　　　　　働く世代の子宮頚がん・乳がんの増加に対し、子宮頚がん30歳（Ｈ29.4.1時点）、乳がん40歳（Ｈ29.4.1時点）の方に無料
　　　　クーポン券を送付し健診の重要性の認識や受診の動機づけを行った。
　　　　　子宮頚がん検診クーポン利用受診者37名（対象124名）受診率29.8％
　　　　　乳がん検診クーポン利用受診者52名（対象201名）受診率25.9％



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

24.7 ％ 21.1 ％ 21.9 ％ － 29.8 ％ 29.8 ％

49.4 ％ 42.2 ％ 43.8 ％ － 59.6 ％ 59.7 ％

－ 22.4 ％ 25.9 ％

－ 44.8 ％ 51.7 ％

課題 － 80.9 ％ 86.2 ％

－ 80.9 ％ 89.2 ％

対応（改善点等）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

54,936 54,108 52,137 66,284 

うち経常経費 54,936 53,896 51,284 65,223 

国 県 費 1,260 1,036 1,189 1,028 理由

地 方 債

そ の 他 2,386 2,440 4,044 5,745 

一般財源 51,290 50,632 46,904 59,511 

うち経常 51,095 50,420 46,378 58,907 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
豊後大野市の悪性新生物死亡率（ＳＭＲ）は県内でも低い状況で
あるが、死亡原因の第1位ががんであることから、検診による早期
発見により、がん死亡を減少させる必要がある。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3
国のがん対策基本法で、自治体の責務が位置づけられて
いる。

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 2 目標達成の手段について検討が必要。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 1
受診者数が横ばい・減少しており、目標受診率５０％に達し
ていない。

事業の方向性 評価内容

継続 引き続き課題解決を目指すとともに、適正な事業実施を行うこと。

成
果
指
標

指標名 がん検診受診率 目
標
年
度

H32
総合計画前期基本計画の2-1-（2）で目標としているため

数値 50%

活
動
指
標

指標 a
子宮頚がん検診（クー

ポン券）受診率
ｂ

乳がん検診（クーポン
券）受診率

ｃ 精密検査受診率 ｄ

数値 目標 50% 目標 50% 目標 100% 目標

がん検診受診率 ％ a
子宮頚がん
検診（クーポ
ン券）受診率

％

b
乳がん検診
（クーポン券）
受診率

％

c
精密検査
受診率

％
人口減の影響もあるが、肺がん・胃がん検診については受診者数は減少、そ
の他のがん検診は横ばいの状況で、目標受診率50％に達していない。初回受
診者からのがん発見率が高いことから、初回受診者を増やす必要がある。

ｄ

総合健診で実施しているが、高齢化により集団健診会場での受診が難しい状
況がある。また個人で医療機関でがん検診を受ける市民も増えており、受診
者の把握が難しい。女性が受けやすいレディース検診、無料クーポン券の送
付や土曜・日曜健診の実施等、受診しやすい体制づくりや、協会けんぽと連携
した未受診者への通知等啓発を引き続き行う。

決 算 額 （千円）

前年並

財
源
内
訳

がん死亡は、死亡原因のトップ
であり、がんによる死亡を減少
させるために、市の責務とし
て、引き続き対策を講じる必要
がある。



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 市民生活課

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

－ － － 327 頁 － 国民健康保険特別会計事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

経常 医療費適正化特別対策事業
レセプト点検、医療費
通知

委託料 5,930 10,386 8,235 8,235 0 3

経常 一般被保険者療養給付費 療養の給付
負担金補助
及び交付金

3,053,010 3,159,000 3,069,200 881,389 1,578,382 609,429 3

経常 退職者被保険者等療養給付費 療養の給付
負担金補助
及び交付金

134,584 110,000 68,800 68,800 0 3

経常 一般被保険者療養費 療養の給付
負担金補助
及び交付金

21,168 22,000 19,499 5,600 9,991 3,908 3

経常 退職者被保険者等療養費 療養の給付
負担金補助
及び交付金

1,120 1,000 515 515 0 3

経常 一般被保険者高額療養費 療養の給付
負担金補助
及び交付金

477,906 509,000 485,306 139,366 345,262 678 3

経常 退職者等高額療養費 療養の給付
負担金補助
及び交付金

28,085 21,000 14,358 14,358 0 3

経常 出産育児一時金 療養の給付
負担金補助
及び交付金

9,694 12,600 8,363 8,363 3

経常 葬祭費 療養の給付
負担金補助
及び交付金

1,200 2,000 1,180 1,180 3

経常 後期高齢者支援金等 支援金
負担金補助
及び交付金

495,901 500,070 495,776 248,105 75,607 172,064 3

経常 前期高齢者納付金等 納付金
負担金補助
及び交付金

353 1,850 1,819 1,819 3

経常 老人保健医療費拠出金 拠出金
負担金補助
及び交付金

20 55 13 13 3

経常 介護納付金 納付金
負担金補助
及び交付金

177,711 180,000 175,601 96,635 78,966 3

経常 高額医療費共同事業拠出金 拠出金
負担金補助
及び交付金

99,224 113,955 93,446 46,722 46,724 3

経常 保険財政共同安定化事業拠出金 拠出金
負担金補助
及び交付金

1,041,109 1,148,139 993,098 993,098 0 3

経常 特定健康診査等事業費 特定健診 委託料 36,047 38,782 29,646 23,239 6,407 3

経常 疾病予防費 健康診査 委託料 4,069 11,609 6,494 5,794 700 3

経常 公営企業会計補助金 補助金
負担金補助
及び交付金

15,540 29,542 29,542 29,454 88 3

経常 その他 一般管理費等 給料 111,248 293,328 141,738 9,991 131,747 3

計 5,713,919 6,164,316 5,642,629 1,494,530 0 3,086,013 1,062,086

予算

目
的

市民の医療を保障し、市民の福祉を増進すること
対
象

国民健康保険の加入者

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○医療費適正化特別対策事業・・・国保連合会への委託によるレセプト点検を実施した
○一般被保険者療養給付費・・・医療機関等において受診した際の療養の給付（現物給付）を行った
○退職被保険者等療養給付費・・・医療機関において受診した際の療養の給付費（現物給付）を行った
○一般被保険者療養費・・・医療機関等において受診した際に支払った費用に対し、療養費（現金給付）の給付を行った
○退職被保険者等療養費・・・医療機関等において受診した際に支払った費用に対し、療養費（現金給付）の給付を行った
○一般被保険者高額療養費・・・同じ月内の療養費の自己負担額限度額を超えた場合、限度額を超えた額を支給した
○退職者被保険者等高額療養費・・・同じ月内の医療費の自己負担額が限度額を超えた場合、限度額を超えた額を支給した
○出産育児一時金・・・出産につき一時金を給付した
○葬祭費・・・被保険者が死亡した場合、喪主に対し１件２万円を給付した
○後期高齢者支援金を支出した
○前期高齢者納付金を支出した
○老人保健医療拠出金を支出した
○介護納付金を支出した
○高額医療費共同事業拠出金を支出した
○保険財政共同安定化事業拠出金を支出した
○特定健診等事業を実施した
○疾病予防（保健事業）を実施した
○直営診療施設へ繰出金を行った
○その他



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

－ － － 76.8 ％ 80.4 ％ 80.9 ％

－ － － － － －

48.9 ％ 48.0 ％ 46.3 ％

－ － －

課題

対応（改善点等）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

6,422,462 5,713,919 5,642,629 5,190,173 

うち経常経費 6,422,462 5,713,919 5,642,629 5,190,173 

国 県 費 1,479,641 1,441,487 1,494,530 3,873,271 理由

地 方 債

そ の 他 3,140,786 3,143,381 3,086,013 610 

一般財源 1,802,035 1,129,051 1,062,086 1,316,292 

うち経常 1,802,035 1,129,051 1,062,086 1,316,292 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3 市民の健康保持

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3 市及び県が保険者

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 2
収納率向上による財源の確保と疾病の早期発見早期治療
により医療費の抑制が求められる

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3 市及び県が保険者

事業の方向性 評価内容

継続
引き続き国県の動向を注視し、医療費適正化及び健全な財政運営に努
めること。

成
果
指
標

指標名
国民健康保険事業の健
全運営

目
標
年
度

H32
総合計画（前期基本計画）において、2-6-（2）の目標としているため

数値 －

活
動
指
標

指標 a 国保税収納率 ｂ 特定健診受診率 ｃ ｄ

数値 目標
保険者規模別目標収納
率を上回る

目標 55% 目標 目標

国民健康保険事業
の健全運営

a
国保税収
納率

％

b
特定健診
受診率

％

c
（1）特定健診受診率の向上
（2）保険税の収納率の向上
（3）一人当たり医療費の増

ｄ

（1）未受診者への受診勧奨の強化
（2）関係課と連携をとり収納率の向上に努める
（3）医療費適正化に向けた取組の実施

決 算 額 （千円）

前年並

財
源
内
訳

平成30年度より国保広域化に
伴い県と共同で運営を行うこと
で予算規模は減少した。
国保被保険者も減少している
が一人当たり医療費が増加し
ているため現行並みの予算が
必要である。



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 市民生活課

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

－ － － 385 頁 － 後期高齢者医療特別会計事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

経常 総務管理費 電算システム保守 委託料 109 867 29 29 3

経常 徴収費 通信運搬費 役務費 1,679 2,030 1,723 1,723 3

経常
後期高齢者医療広域連合
納付金

保険料等負担金
負担金補助
及び交付金

547,146 573,713 564,101 564,101 3

臨時 償還金及び還付加算金 保険料還付金
償還金利子
および割引料

328 2,987 1,625 1,625 3

経常 予備費 1,495 ―

計 549,262 581,092 567,478 567,478

予算

目
的

大分県後期高齢者医療広域連合の窓口業務
対
象

後期高齢者医療保険被
保険者

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○総務管理費
　　　後期高齢者医療の各種業務に係る電算システム等の管理を行った。

○徴収費
　　　納付書印刷・発送と徴収業務を行い、収納率の向上に努めた。

○後期高齢者医療広域連合納付金
　　　後期高齢者医療保険料及び後期高齢者医療基盤安定負担金を大分県後期高齢者広域連合負担金として納付した。

○償還金及び還付加算金
　　　還付金等の支払業務を行った。



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

― ― ― － － －

― ― ― － － －

3.3 億円 3.3 億円 3.5 億円

－ － －

課題

対応（改善点等）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

543,469 549,262 567,478 603,295 

うち経常経費 543,469 549,262 567,478 603,295 

国 県 費 理由

地 方 債

そ の 他

一般財源 543,469 549,262 567,478 603,295 

うち経常 543,469 549,262 567,478 603,295 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3 後期高齢者医療制度による

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3 後期高齢者医療制度による広域連合との役割による

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 大分県後期高齢者医療広域連合の窓口業務として

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3 大分県後期高齢者医療広域連合の窓口業務として

事業の方向性 評価内容

継続
引き続き医療費抑制及び保険料徴収率向上に努め、適正な財政運営を
行うこと。

成
果
指
標

指標名 適切な事務取扱 目
標
年
度

H32
総合計画（前期基本計画）において、2-6-（4）の目標としているため

数値 －

活
動
指
標

指標 a 受付 ｂ 徴収 ｃ ｄ

数値 目標 － 目標 県平均以上 目標 目標

適切な事務取扱 a 受付

b 徴収 億円

c
平成30年度診療報酬改定の影響により、一人当たり医療費の伸び率
も鈍化する見込みであるが、今後団塊世代の後期への移行もあり医
療費の動向に注意が必要である

ｄ

今後も保険料の収納率向上と医療費の適正化に向けた取り組みを行
う

決 算 額 （千円）

前年並

財
源
内
訳

平成30年度診療報酬改定の影
響により、一人当たり医療費の
伸び率も鈍化すると見込んで
いるため


